
資産形成の為の金融教育
～より実効性のある投資教育を目指して
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金融教育の全体像について

個人の金融資産において預貯金が半数以上を占める

状況は、貯蓄から投資への政策推進が進められている20

年来変わっていない。しかし、高齢化して成長力が鈍化し

た社会において、国策として個々人の老後資金を含めた

資産形成には投資を中心とした自助努力を促していきた

いので、その為に個人の金融リテラシーを向上させる金融

教育が政策として求められている。政府・地方自治体から

各金融関係の業界団体、個々の企業が支援する学校教

育から社会人・高齢者層まで及ぶ広範囲の金融教育が取

り組まれている。

実際は、金融経済団体、報道機関、消費者団体等の各

代表等、学識経験者、日本銀行副総裁で構成され、金融

庁をはじめとする関係当局の局長等、日本銀行理事が参

与として参画する「金融広報中央委員会」が業界横断的

ネットワークを作りながら金融教育を推進してきている。そ

のうち学校教育については、学習指導要領改訂で金融経

済教育として取り込まれており、株式会社の仕組み、直接
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金融や間接金融などの金融の仕組みや働き、金融の自由

化・国際化等、金融に関する環境の変化について教育が

求められている。

一方、実際の投資行動に繋がる一般への投資教育につ

いては、金融関係の各業界団体がる預金、株式、投資信

託、保険といった個別の金融商品やその社会的意義につ

いての説明、資産運用や投資知識の向上のためのセミ

ナー・出張講座、投資や資産運用について意識の啓発を

図るイベント等様々な取組みを行っている。このほか、各

地の様々な市民グループ等において、主婦や金融機関の

OB 等のイニシアティブで、金融商品の仕組みやライフプラ

ンの立て方等、それぞれの関心にあわせた自主的な学習

も行われている。

2013年4月に金融庁の金融経済教育研究会において報

告書が纏められて、生活スキルとして最低限身に付ける

べき金融リテラシーは、 (a)家計管理、(b)生活設計、(c)金

融知識及び金融経済事情の理解と適切な金融商品の利

用選択、(d)外部の知見の適切な活用、の4 分野（15 



項目）に整理された。これを受けて、金融広報中央委員

会では金融経済教育推進会議を設置（2013年6月）、以降

16回の検討会議が実施されている。最低限身に付けるべ

き金融リテラシーを、年齢層別に体系的かつ具体的に記し

た「金融リテラシー・マップ」は、同会議で2014年6月公表

（2015年6月改定）された。また2019年3月に、「大学１コマ

90 分講義で使えるモデル講義資料」を念頭に、金融リテラ

シー啓発用共通教材「コアコンテンツ」の策定・公表してい

る。

2020年12月には、金融経済教育活動のデジタル化の推

進に向けた取組みも検討されている。

なお、金融広報中央委員会により全国2.5万人を対象に

実施された「金融リテラシー調査2019年」から、金融庁は

国際的にみても、日本の金融リテラシーの水準は決して高

いとは言えない状況（特に、「複利」、「インフレ」、「分散投

資」）としており、今後の金融経済教育の推進・拡充として、

〇個々のニーズを踏まえた、安定的な資産形成に向け

た投資教育
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〇デジタライゼーションの進展を踏まえた、情報・金融リテ

ラシーについての教育

〇成年齢の 18 歳への引下げ（ 2022年４月予定）を踏まえ

た、若年期からの金融リテラシーの向上

を上げている。



金融教育推進の概観

日本社会の変化
• 高齢化社会
• 低成長

国民の金融リテラシー
向上の必要性

安定的な資産形成に
向けた投資教育

情報・金融リテラシー
についての教育

若年期からの
金融リテラシー向上
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家計の金融資産構成

現金・預金 債務証券 投資信託 株式等 保険・年金・定型保証 その他計

※日本銀行「資金循環の日米欧比較（家計の金融資産構成）2020年3月末現在値」より

欧米に比べて
高い現預金比率

欧米に比べて高くない
金融リテラシー

金融リテラシー調査（2019）
特に、「複利」、「インフレ」、「分散投
資」がOECD調査（2016）などに比
べ低い



投資の現場における教育について

公正・中立な立場から長期的・継続的に証券知識の普

及・啓発を図ることを目的に、学校における金融経済教育

に役立つ各種学習教材の提供、一般消費者向けのセミ

ナーや講演会の開催等、多岐にわたり活動している共同

事業として「証券知識普及プロジェクト」が日本証券業協

会、投信協会、各取引所などで取り組まれている。日本取

引所グループや大手証券会社などでも、学校教育向け投

資教育関連情報から実際の投資行動を支援する為の情

報提供を行っている。

実際に個人が資産形成の為に投資を行うについては、

次の様なプロセスが考えられる。

1. 個々のライフプランに合わせて、老後資金や住宅・教

育資金など投資目的を設定する。

2. NISAやつみたてNISA、iDeCoなど確定拠出年金制度な

どの利用や、預金から投資商品へのシフトなど個々の

将来資産ポートフォリオを想定しながら投資手段を
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決定する。

3. リスク許容度に見合った投資商品を検討し、具体的な

投資商品を選択する。

4. 証券会社や金融機関などで実際の投資商品を買い付

ける。

5. 投資商品を買い付けた後、投資商品の運用状況を確

認し、投資目的に合わせて定期的に投資資産全体の

ポートフォリオも見直す。

6. 必要に応じて、運用資産の入替えを行う。

上記を投資教育上の情報提供の視点でみると、1.は学校

教育から一般向けの投資教育として必要とされており、

２．については、非課税投資制度や確定拠出年金制度な

どの制度情報が中心となる。具体的な投資行動となる３．

以降については、個々人のリスク許容度に関する考え方、

具体的な投資手法や投資商品情報、どの様なタイミング

が望ましいかを判断する為の市況や経済環境などの投資

環境情報も求められている。大手証券会社や金融機関の

みならず、中堅・地方証券会社などにおいても、取引所や

協会などとの協働でセミナーや投資家向け情報提供を



行うことで、投資教育の一端に参加している。

実際の投資教育を行う方法としては、セミナーやグループ

ミーティングなどの実施、ｗｅｂサイトにおける関連コンテン

ツの提供、ＳＮＳを利用した動画の配信などがあるが、新

型コロナ禍もあって過去1年半ほどは対面を前提とするセ

ミナーは殆ど実施されていない。この代替としては、一部

がｗｅｂセミナーとして実施されているものもある。また、こ

の様な状況からTouTubeなどで視聴可能な動画での投資

教育コンテンツが整備・強化されており、大手証券会社な

どでもアーカイブとして外部からのアクセスを可能としてい

る。なお、現在は停止されているセミナーなどの対面の投

資教育は、証券会社などの新規顧客開拓にも利用されて

おり、デジタルコンテンツを一方方向で提供するよりは投

資教育効果が実感できるとされているので、新型コロナ禍

終息後は、復活すると見込まれる。また、投資教育コンテ

ンツのスマホ対応も始まっているが、現時点では旧来の資

料へのアクセスが中心で、コンテンツ自体のスマホ対応は

これからの取組みではないかと思われる。
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個人の資産形成の為の投資教育

個人の資産形成の為の投資

資
産
形
成
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の
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資
教
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に合わせた
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メント
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業界団体が進める投資教育
（証券知識普及プロジェクト【e-104.net】など）

取引所による投資に係わる情報提供

大手証券会社などの情報提供

商品
情報

投資環
境情報

投資手
法情報

中堅・地方証券会社などが協会・取引所と
協働で行う投資教育

投資の現場に近い投資教育



投資教育に関する新たな取組みについて

投資教育の中核には日本証券業協会と日本取引所グ

ループがあって、学校教育から職場や地域でのセミナーに

必要なコンテンツの提供や講師の派遣まで対応している

が、それぞれに新しい取組みが行われている。

日本証券業協会においては、大学生や若年層向け投資

教育を強化している。2018年8月に東京大学教養学部教

養教育高度化機構ブランドデザインスタジオと協働で「100

年大学お金のこと学部」を開設、学生代表として女性タレ

ントを起用し、記念テストの実施、東京大学での記念講座

や講義を実施した。2019年8月には第二期として「100 年

大学投資はじめて学部」を開設、Twitterやラジオ番組を利

用、2020年12月には同学部のONLINEとしてYouTube チャ

ンネル開設し、2ヵ月間で6回の動画を配信した。また、同

協会は投資教育に関するコンテンツを個人の金融リテラ

シーに合わせて体系化して提供する取組み（「投資の時

間」や「金融経済学習ナビ」など）にも注力している。

日本取引所グループにおける投資教育は、金融経済
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教育から実際の投資手段に至るまでカバーする豊富なコ

ンテンツと積極的な講師派遣・オンラインセミナー実施など

実施されている。特に最近注力されているのは社会人や

大学生を対象としたTwitterやYouTubeでの情報発信で、個

人の資産形成を支援する目的で行われている。また、身

近なお金の話から、プロが教える資産形成のノウハウまで

わかりやすく解説し、様々な資産形成法も紹介するサイト

である「東証マネ部！」は、最近のスマホ向けアプリでの取

組みを強化しており、特に新社会人向け情報提供やロボ

アド比較などは注目される。

上記の取組みは、金融経済教育推進会議での議論を受

けてターゲット別に強化されているものもあるが、投信協

会での取組みは、大学や研究機関・運用会社などの研究

員が、金融教育の在り方に関して議論をして将来の具体

的な目標を定め、政策提言していくボトムアップ式の新し

い動きだ。

同協会から本年5月31日に公表したレポート「2041 年、資

産形成をすべての人に」（通称つみけんレポート）では、過

去20年間で余り進まなかった“貯蓄から投資へ”を現実的

に推進する為、20年後（2041年）の具体的な5つの目標を



示された。

①現役世代の年代別保有金融資産の中央値を2 倍

②つみたてNISA 及びDC 等による積立投資総件数を

4,000 万件

③つみたてNISA 及びDC の残高を150 兆円

④株式や投資信託を保有している人の割合が100%

⑤金融教育を受けたことのある人の割合が100%、

以上の実現の為に、16項目のモニタリングが定期的に実

施され、議論を継続していくことで具体策について会議体

を使って提言していくとされている。

なお、現状については、二人以上世帯の金融資産保有

額の中央値は、20 代165 万円、30 代355 万円、40 代550 

万円、50 代1,000 万円、60 代1,200 万円（金融広報中央

委員会「家計の金融行動に関する世論調査」2019年）、

NISA口座数は1,586万口座でその内つみたてNISA口座数

は361万口座、確定拠出年金制度加入者数は企業型が

750万人、個人型が194万人（いずれも2021年3月末）と

なっている。また、金融教育を受ける機会があったと認識
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している割合は9.1%（金融リテラシー調査2019年より）株

式や投資信託をいずれか1 つでも保有している人の割合

は28.8%（NISA、iDeCo等制度に関する調査2019年）となっ

ている。



資産形成の為の投資の現状と“つみけん”目標

2041年の目標
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361万口座
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確定拠出年金制度
（DC)

企業型：750万人
個人型：194万人
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運用資産産高
13兆5,819億円
（2020年3月末）

現役世代の年代別保有
金融資産の中央値を2 倍
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4,000 万件

つみたてNISA 及びDC の
残高を150 兆円

株式や投資信託を保有
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金融教育を受けたことの
ある人の割合が100%

※NISA・ジュニア NISA 口座の利用状況調査（金融庁）より作成

※厚生労働省データ及び
運営管理機関連絡協議会
資料より



身近な投資教育について

実際に資産形成の為の投資行動に繋がる為には、個人

にとって身近な投資教育が求められる。その為のチャネル

は大きくは2つに分かれる。

先ず投資教育の実効性を考えた場合、対面で行うことの

チャネルとしての重要性は否定できない。現在は、新型コ

ロナの影響もあって殆ど実施されていないセミナーやグ

ループミーティングなどの取組みも復活することが予想さ

れるし、確定拠出年金制度を導入してる企業にとって継続

投資教育義務は法改正（2018年5月）によって重くなってい

るので、約三分の二のDC参加企業が集合研修を望んでい

るとされており、職域でのセミナー増加も想定される。これ

らを実際に行っていくのは、業界団体などの職員や証券会

社や金融機関などのファイナンシャル・フランナー（FP）資

格を持つ者が講師となっている。

次に現在最も注力されているのは、インターネットのチャ

ネルとしての活用だ。例えば、金融経済教育推進会議（金

融広報中央委員会）では、金融リテラシーに関する
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e ラーニング講座の組成プロジェクトが進めかれており、

5分程度の受講の動機付けを行うモチベーション動画と20

分程度の主要テーマに関するコンテンツ動画がMassive 

Open Online Course（MOOC：無料のオンライン学習サイト）

で本年9月より提供される予定だ。また、取引所や大手証

券会社などでは旧来のセミナー内容のデジタル化を進め

ており、オンラインの投資教育コンテンツとして充実させて

いる。

インターネット活用のツールとして、個人が上記のe ラー

ニングやコンテンツ動画の利用する場合は、ハソコンが中

心となると見られるし、実際のコンテンツ整備の現状もパソ

コン利用を前提に行われている。理由は、時間がある程度

長く、またコンテンツの情報量も多いので、投資教育に関

してある程度意欲をもって取組む個人を想定してためだ。

一方、学習意欲まで誘引するような投資教育のチャネルと

しての役割がスマホに期待される。スマホ利用の特性とし

ては、情報量や動作が限られているので、従来のコンテン

ツを簡略化しながら、必要なコンテンツが体系化されて繋

がっていく必要がある。ただし、その為のアプリの開発やコ

ンテンツ対応に関しては、現段階はまだ試験的な取組み
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の域を出ていないように思われる。

金融商品の販売サイドである証券会社や金融機関など

の営業現場からみての身近な投資教育は、投資手法や商

品、投資環境に関して行うセミナーや説明会の中で行わ

れることもある。その為には、聴衆者に提供している情報

が、各人の投資目的とどの様な関係があるのか、また実

際の投資行動上で係わるポイントは何なのかなど、投資

教育上の体系づけが行うことが必要だ。また、営業員達が

直接・間接で行う投資教育の対象は、同じ地域の住民でも

あるので、投資を通じての地域や社会への貢献・環境問

題への取組みについて目線を同じくするESG投資など、身

近な投資教育のテーマとして今後有望になりそうだ。これ

ら、営業現場で行われる証券会社にとっての身近な投資

教育を実践していくことで、営業員自身のリテラシーの向

上に繋がり、競争力のある営業現場となる可能性もある。

なお、身近な投資教育を受ける者・行う者、双方を支え

る仕組みとして、金融教育・投資教育に係わるビックデー

タの整備や、そのビックデータを個々のニーズに合わせて

パターン化することができるＡＩ活用など、この分野に

株式会社資本市場研究所きずな
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おけるデジタル・トランスフォーメーションなどの動向にも

注目していく必要がある。
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問題への取組み
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を重視した取組み


